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※ 上記は過去の実績であり、将来の動向やファンドの運用成果等を示すものではありません。

米大統領選挙をめぐる米国小型株式のアノマリー

米国小型株式は米国大統領選挙の年に強い傾向

【米国大統領選挙年の米国小型株式および米国大型株式の年間騰落率】

出所：ブルームバーグ
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戦略の

投資基準
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 過去10回の選挙年の年間騰落率をみると、米国小型株式は1984年と1996年に米国大型株式を下回る結果と

なったものの、それ以外の年では上回る結果となっています。
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 2024年の株式市場の注目材料として、現地11月5日に投開票が行わ

れる米国の大統領選挙が挙げられます。
 米国大統領選挙の年には、株式市場との関連性を示すアノマリー

（経験則）が注目されますが、選挙年に米国小型株式が米国大型株式

対比で強いパフォーマンスとなる傾向があるというのもその一つです。

選挙を見据え各党が打ち出す景気対策が、景気に敏感な米国小型

株式にプラスに寄与すると考えられています。
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※ 米国小型株式：ラッセル2000指数、米国大型株式：S&P500種指数（各指数とも米ドルベース、1984～1996年は価格指数、2000年以降は税引後

配当込み指数を使用）。なお、各指数は当ファンドのベンチマークではありません。
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2

＜参考＞小型株式投資で問われる銘柄選別の力量

※ 上記は過去の実績であり、将来の動向やファンドの運用成果等を示すものではありません。

【当運用戦略と各指数の推移】 【米国大型株式上昇時・下落時の平均年間騰落率】

出所：ブルームバーグ、ニューバーガー・バーマン

※2019年12月末を100として指数化

2019年12月末～2024年3月末、月次、米ドルベース 2019年12月末～2024年3月末、月次、米ドルベース

出所：ブルームバーグ、ニューバーガー・バーマン

本格上昇への期待が高まる米国小型株式

 米国小型株式の上昇期待はあるものの、玉石混交といわれる小型株式市場において、より高いパフォーマンスを

獲得するためには、質の高い銘柄を選別することが重要です。
 当運用戦略の過去5年の実績をみると、保有銘柄がM&A（企業の合併・買収）の対象となったこと等から、米国

大型株式の上昇時、下落時ともに米国小型株式を上回りました。割安な銘柄に着目し、株価の本源的価値への

回帰を狙う当運用戦略の銘柄選別が堅調なパフォ―マンスの要因になったとみられます。

 過去5年の米国株式市場を振り返ると、前回、米国大統領選挙が行われた2020年は米国小型株式優位となった

ものの、2021年半ば以降は米国大型株式優位の展開が続いています。
 米国の利上げが景気に敏感な銘柄の多い米国小型株式の上値を押さえたと考えられますが、昨年11月以降に米国

の利下げ期待が急速に高まった局面では、米国小型株式に反転の動きがみられました。

 2024年の年初来では米国大型株式が米国小型株式を上回っていますが、「米国大統領選挙の年には米国小型

株式が優位となる」というアノマリーが今回も当てはまる結果となるか、今後の動向が注目されます。
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【米国小型株式と米国大型株式の推移】 【米国小型株式と米国大型株式の月間騰落率】
2019年12月末～2024年4月末、月次、米ドルベース 2023年10月末～2024年4月末、月次、米ドルベース

出所：ブルームバーグ

※2019年12月末を100として指数化

※ 当運用戦略は、当ファンドが実質的に採用する戦略と同一の運用戦略の実績（米ドルベース、運用費用控除前）であり、当ファンドのものではありません。

※ 米国小型株式：ラッセル2000指数、米国大型株式：S&P500種指数（それぞれ米ドルベース、税引後配当込み）。なお、各指数は当ファンドのベンチマーク

ではありません。

出所：ブルームバーグ
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3※ 上記は過去の実績およびシミュレーションであり、将来の動向やファンドの運用成果等を示すものではありません。

2023年8月29日（設定日）～2024年4月30日、日次

11，266

当ファンドの運用実績

【基準価額の推移】

2024年4月30日時点 +12.3％

【設定来騰落率】

※ 基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後のものです。

※ 2024年4月30日時点で、分配実績がないため、基準価額（税引前分配金再投資）は掲載しておりません。

※ 上記は実際の投資家利回りとは異なります。

 値動きが相対的に大きい米国小型株式は、積立投資に向いている資産と考えます。当運用戦略に、1997年7月末

から毎月1万円ずつ積立投資した場合のシミュレーションをみると、投資元本321万円に対し、投資資産評価額は
2,518万円となりました。

 2024年の年初より新NISA（少額投資非課税制度）が開始されていますが、ぜひこの機会に米国小型株式への

積立投資を検討してみてはいかがでしょうか？

【当運用戦略の積立シミュレーション（円ベース）】
1997年7月末（当運用戦略の運用開始月）～2024年3月末、月次

米国大型株式

1,941万円

当運用戦略

2,518万円

投資元本

321万円

※当運用戦略は、当ファンドが実質的に採用する戦略と同一の運用戦略の実績（円ベース、運用費用控除前）であり、当ファンドのものではありません。
※米国株式：S&P500種指数（円換算ベース、税引後配当込み）。なお、同指数は当ファンドのベンチマークではありません。
※上記は税金等の費用は考慮しておりません。

出所：ブルームバーグ、ニューバーガー・バーマン

米国小型株式への積立投資のススメ
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※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

4

ファンドの特色

※資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

ファンドの主なリスク ※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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お申込みメモ

購入単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

換金単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して、7営業日目からお支払いします。

申込締切時間 原則として午後３時までに、販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口の換金には制限を設ける場合があります。

購入・換金申込受付
の中止および取消し

取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金のお申込みの
受付を中止すること、およびすでに受け付けた購入・換金のお申込みの受付を取り消すことがあります。

購入・換金
申込不可日

以下に該当する日には、購入・換金のお申込みができません。
・ニューヨーク証券取引所の休業日
・ロンドン証券取引所の休業日

信託期間 2044年6月3日まで（2023年8月29日設定）

繰上償還

主要投資対象とする外国投資証券が存続しないこととなる場合は、繰上償還となります。
以下に該当する場合等には、繰上償還することがあります。
・受益権の総口数が10億口を下回ることとなったとき
・ファンドを償還することが受益者のため有利であると認めるとき
・やむを得ない事情が発生したとき

決算日 6月5日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配

年1回の決算時に収益分配方針に基づき、収益分配を行います。
※将来の分配金の支払いおよびその金額について、保証するものではありません。
※分配対象額が少額の場合等には、分配を行わないことがあります。
※販売会社との契約によっては再投資が可能です。

課税関係

収益分配時の普通分配金、換金時および償還時の差益に対して課税されます。
課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は、税法上、少額投資非課税制度「NISA」および未成年者少額投資非課税制度「ジュニアNISA」の
適用対象であり、2024年1月1日以降は一定の条件を満たした場合に「NISA」の適用対象となります。ファンドは、2024
年1月1日以降の「NISA」の「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象となる予定ですが、販売会社により取扱いが
異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合せください。
配当控除および益金不算入制度の適用はありません。
※税法が改正された場合等には、内容等が変更される場合があります。

※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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【一般的な留意事項】
 当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込みに当たっては必ず投資

信託説明書（交付目論見書）をご覧の上、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社までご請求ください。

 当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
 当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に掲載された図表等の内容

は、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

 投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動します。
したがって、元本が保証されているものではありません。

 投資信託は金融機関の預金とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に生じた利益および損失は、全て
投資家に帰属します。

 投資信託は、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

 投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、預金保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。

 登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。

※ 下記は作成日時点のものであり、変更になることがありますのでご留意ください。
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https://www.tokiomarineam.co.jp/
サービスデスク 0120-712-016
※営業日の9：00～17：00

■ 設定・運用 お問い合わせは

商 号 等 ：東京海上アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第361号

加入協会 ：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会
一般社団法人第二種金融商品取引業協会
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販売会社 （当資料作成日時点）

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料
購入価額に3.3％（税抜3％）の率を乗じて得た額を上限として販売会社が個別に定める額とします。 詳しくは販売会社に
お問い合わせください。

信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドが投資対象とする外国投資証券の信託報酬を加えた実質的な信託報酬率は、ファンドの純資産総額に対し、
年率1.722％程度（税込）※となります。
ファンドの信託報酬率：年率1.122％（税抜1.02％）
投資対象とする外国投資証券の信託報酬率：年率0.6％程度（注）

（注）投資対象とする外国投資証券において、その他、管理費用等（0.22％以内）がかかります。
※ファンドが投資対象とする外国投資証券の信託報酬を加味して、投資者の皆様が実質的に負担する信託報酬率について算出したものです。

その他の費用・
手数料

以下の費用・手数料等がファンドから支払われます。
・監査法人に支払うファンドの監査にかかる費用

ファンドの純資産総額に年率0.011％（税込）をかけた額（上限年99万円）を日々計上し、毎計算期間の最初の6ヵ月終了
日および毎計算期末または信託終了の時にファンドから支払われます。

・組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料
・資産を外国で保管する場合にかかる費用
・信託事務等にかかる諸費用
・投資対象とする外国投資証券における諸費用
※監査にかかる費用を除く上記の費用・手数料等は、取引等により変動するため、事前に料率、上限額等を表示することができません。

ファンドの費用 ※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

商号等 （五十音順） 登録番号

加入協会

日本証券業協会
一般社団法人

日本投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

岩井コスモ証券株式会社
金融商品取引業者
近畿財務局長(金商)第15号

〇 〇 〇

岡地証券株式会社
金融商品取引業者
東海財務局長（金商）第5号

〇 〇

木村証券株式会社
金融商品取引業者
東海財務局長（金商）第６号

〇

株式会社 仙台銀行
登録金融機関
東北財務局長（登金）第16号

〇

中銀証券株式会社
金融商品取引業者
中国財務局長（金商）第6号

〇

株式会社中国銀行
登録金融機関
中国財務局長（登金）第2号

〇 〇

※上記手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。


